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第１章 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

１．環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」第 7 条の規定に基づき、当社は、環境の保全の見地からの意見を求めるた

め、環境影響評価方法書（以下、「方法書」という。）を作成した旨及びその他環境省令で定める

事項を公告し、方法書及びこれを要約した書類（以下、「要約書」という。）を公告の日から起算

して 1 月間の縦覧に供するとともに、インターネットの利用により公表した。 

 

（1）公告の日 

令和 8 年 7 月 17 日(金) 

 

（2）公告の方法 

① 官報による公告 

令和 8 年 7 月 17 日(金)付けで、官報に「公告」を掲載した。 (別紙 1 参照) 

② 上記の公告に加え、以下の「お知らせ」を実施した。 

a．関係地域の広報誌への掲載      (別紙 2参照) 

・袖ケ浦市広報「広報そでがうら 令和 8 年 7 月 1 日号 第 1075 号」 

・市原市広報「広報いちはら 令和 8 年 7 月 1 日号 第 1638 号」 

・木更津市広報「広報きさらづ 令和 8 年 7 月 1 日号 第 867 号」 

b．当社ウェブサイトへの掲載 

・当社ウェブサイトに令和 8 年 7 月 17 日(金)に掲載 (別紙 3 参照) 
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（3）縦覧場所、縦覧期間及び縦覧時間 

関係地域の自治体庁舎 16 箇所にて縦覧を実施した。縦覧場所、縦覧期間及び縦覧時間は、次の

とおりである。 

① 縦覧場所 

縦覧場所 縦覧期間 縦覧時間 備考 

自

治

体

庁

舎 

千葉県環境生活部環境政策課 

（千葉市中央区市場町 1-1） 

令和 8 年 7 月

17 日(金)から 

令和 8 年 8 月

17 日(月)まで 

午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分 

土・日曜日

を除く 

君津地域振興事務所地域環境保全課 

（千葉県木更津市貝渕 3-13-34） 

袖ケ浦市環境経済部環境管理課 

（千葉県袖ケ浦市坂戸市場 1 番地 1） 
午前 9 時 00 分～午後 4 時 30 分 

長浦交流センター 

（千葉県袖ケ浦市蔵波 513 番地 1） 

平川交流センター 

（千葉県袖ケ浦市横田 115 番地 1） 
午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分 

根形交流センター 

（千葉県袖ケ浦市下新田 1277 番地） 
午前 9 時 00 分～午後 4 時 30 分 

平岡交流センター 

（千葉県袖ケ浦市野里 1563 番地 1） 
午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分 

袖ケ浦市民会館(昭和交流センター) 

（千葉県袖ケ浦市坂戸市場 1566番地） 

午前 9 時 00 分～午後 4 時 30 分 

市原市環境部環境管理課 

（市原市国分寺台中央 1-1-1） 

市原市姉崎支所 

（市原市姉崎 2150-1） 

市原市有秋支所 

（市原市有秋台西 1-3-2） 

木更津市環境部環境政策課 

（千葉県木更津市潮浜 3-1） 
午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

木更津朝日庁舎行政資料コーナー 

（千葉県木更津市朝日三丁目 8番 1号） 

岩根地域交流センター 

（千葉県木更津市高柳 3-2-1） 
午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分 

中郷地域交流センター 

（千葉県木更津市井尻 789 番地） 
午前 8 時 30 分～午後 9 時 30 分 

木更津市役所金田出張所 

（千葉県木更津市金田東6丁目11番地1） 
午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

 

② インターネットの利用による公表 

インターネットの利用による公表については、令和 8 年 7 月 17 日(金)から令和 8 年 8 月 31

日(月)まで当社ウェブサイトで方法書及び要約書を閲覧可能とした。 (別紙 4 参照) 

また、千葉県及び袖ケ浦市のウェブサイトと当社ウェブサイトをリンクすることにより、自

治体のウェブサイトから方法書及び要約書を参照可能とした。 (別紙 5 参照) 
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（4）縦覧者数 

① 縦覧者名簿記載者数         １名 

(内訳) 

・市原市環境部環境管理課        １名 

② 方法書及び要約書を公表したウェブサイトへのアクセス数：642 回 

 

 

２．環境影響評価方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 7 条の 2 の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明会を

開催した。 

説明会の開催の公告は、方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

 

開催日時 開催場所 来場者数 

令和 8 年 7 月 31 日（金） 

18 時 30 分から 20 時 30 分まで 

袖ケ浦市民会館 大ホール 

（袖ケ浦市坂戸市場 1566） 
34 名 

令和 8 年 8 月 1 日（土） 

14 時 30 分から 16 時 30 分まで 

長浦交流センター 多目的ホール 

（袖ケ浦市蔵波 513 番地 1） 
16 名 

 

 

３．環境影響評価方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 8 条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を有する者の意見書

の提出を受け付けた。 

 

（1）意見書の提出期間 

令和 8 年 7 月 17 日(金)から令和 8 年 8 月 31 日(月)までの間とした。 

（縦覧期間及びその後 2週間とし、郵送受付は令和 8 年 8 月 31 日(月)の消印まで有効とした。） 

 

（2）意見書の提出方法 

環境の保全の見地からの意見について、当社への郵送による書面により受け付けた。 

 （別紙 6 参照） 

 

（3）意見書の提出状況 

提出された意見書の総数は 2 通（意見の総数：13 件）であった。 
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別紙 1 

官報に掲載した公告内容 

 

○令和 8 年 7 月 17 日（金）掲載 

 官報 号外第 160 号 
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別紙 2 

関係地域の広報誌に掲載したお知らせ内容 

 

○袖ケ浦市 

広報そでがうら 令和 8 年 7 月 1 日号 第 1075 号 

 

○市原市 

広報いちはら 令和 8 年 7 月 1 日号 第 1638 号 
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○木更津市 

広報きさらづ 令和 8 年 7 月 1 日号 第 867 号 
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別紙 3 

当社ウェブサイトに掲載したお知らせ内容 
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別紙 4 

当社ウェブサイトでの方法書等の公表 
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別紙 5 

関係自治体のウェブサイト（1） 
 
○千葉県ウェブサイト 
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関係自治体のウェブサイト（2） 
 
○袖ケ浦市ウェブサイト 
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別紙 6 

意見書の様式 
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第２章 環境影響評価方法書について提出された環境の保全の見地からの意見の概要とこれに 

対する事業者の見解 

 

「環境影響評価法」第 8 条第 1 項の規定に基づいて、当社に対して意見書の提出により述べられた

環境の保全の見地からの意見は 13 件であった。 

「環境影響評価法」第 9 条及び「電気事業法」第 46 条の 6 第 1 項の規定に基づく、方法書について

の意見の概要並びにこれに対する事業者の見解は、次のとおりである。 
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環境影響評価方法書について述べられた意見の概要と事業者の見解 

 

1.事業計画 

No 意 見 の 概 要 事業者の見解  

1 気候危機の深刻化と化石燃料インフラ新設の不当性 

世界各地で気候危機が急速に深刻化する中、パリ協

定の 1.5℃目標達成に向け、国際社会は化石燃料からの

脱却を加速させています。G7 サミットにおいても「2035

年までの電力部門の完全又は大宗の脱炭素化」が合意

されており、IPCC や IEA の示唆するシナリオに照らせ

ば、2030 年代以降に新たな大型化石燃料インフラを建

設・稼働させる猶予は残されていません。 

 

本事業（袖ケ浦火力発電所新 1～3 号機建設計画）は、

新 1 号機（2032 年）、新 2 号機（2033 年）、新 3 号機

（2041 年）と、まさに電力部門の脱炭素化を完了させ

るべき時期に相次いで大型 LNG 火力発電所を新設・稼

働させる計画です。想定される耐用年数（40 年程度）

を勘案すれば、2070 年代〜2080 年代に至るまで大量の

温室効果ガス（CO₂およびメタン）の排出を将来に固定

化（ロックイン）させるものであり、気候科学の要請お

よび国際的な脱炭素の潮流に真っ向から反するもので

す。 

第 7 次エネルギー基本計画では、電源構成の基本的

な考え方として「エネルギー供給と脱炭素を両立する

観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大

限導入するとともに、特定の電源や燃料種に過度に依

存しないようバランスのとれた電源構成を目指してい

く必要がある」とされています。また、LNG 火力発電に

ついては、「電力の安定供給のために必要な火力供給力

を維持・確保し、需給両面での将来的な不確実性に備え

る観点からは、電源の脱炭素化に向けたトランジショ

ンの手段として LNG 火力の活用は必要である」こと、さ

らに「今後も更に火力の供給力を確保する観点から、需

給バランスの将来動向も見ながら、LNG 火力の将来的な

脱炭素化を前提とした新設・リプレースを一層促進す

る」ことが示されています。 

当社としては、LNG 火力発電は気候目標を放棄するも

のではなく、再生可能エネルギーの拡大・技術進歩と連

動する現実的な移行手段のひとつであると考えてお

り、リプレースによりさらなる高効率化を図るととも

に、水素系燃料への燃料転換や CCS・CCUS の活用等によ

り火力発電のゼロエミッション化を推進していく方針

です。また、当社は 2035 年度に 2000 万 kW の再生可能

エネルギーを開発する目標を設定し、その拡大にも積

極的に取り組んでおります。これからも、再生可能エネ

ルギーとゼロエミッション火力の相互補完により国内

外の当社事業からの CO2 排出実質ゼロを目指してまい

ります。 

2 配慮書に対する経済産業大臣意見への著しく不十分な

対応 

本方法書は、計画段階環境配慮書に対して提示され

た経済産業大臣意見［方法書 p.293-294］に真摯に向き

合っておらず、大幅な説明不足・検討不足を抱えたまま

提示されています。 

 

大臣意見では、特に以下の重要事項が要請されてい

ました。 

 

1.5 度目標および G7 合意との整合：2035 年・2040 年・

2050 年に向け 1.5 度目標と整合する道筋が描けない場

合は、あらゆる選択肢（事業不実施や縮小、休廃止等）

を勘案して検討すること［大臣意見(4)(6)］。 

サプライチェーン全体の排出削減：発電時のみなら

ず、燃料の製造・輸送等を含むサプライチェーン全体の

温室効果ガス排出量を算定し削滅すること［大臣意見

(5)］。 

しかしながら、本方法書においては、不十分な国の第

7 次エネルギー基本計画や自社の「JERA ゼロエミッシ

ョン 2050」への依拠にとどまり、1.5℃目標との定量的

整合性や事業不実施（ゼロオプション）の検討結果を示

していません。また、サプライチェーン全体の排出量や

メタン漏洩についても、具体的な調査・算定・評価手法 

(次頁へ続く) 

配慮書についての経済産業大臣意見に対する事業者

の見解は、方法書第 5 章に記載のとおりです。 

当社は、本事業及び脱炭素化に向けた取組を、日本政

府が示すエネルギー政策及び温暖化対策の方向性と整

合を図りながら進めています。日本政府は、2035 年度

に温室効果ガス排出量を 2013 年度比 60％削減する NDC

について、1.5℃目標と整合的で 2050 年ネット・ゼロ実

現に向けた経路上にある目標としています。当社の

「JERA ゼロエミッション 2050」及び 2035 年度までに

国内事業の CO₂排出量を 2013 年度比 60％以上削減する

目標は、こうした国の方針と整合したものです。本事業

は、高経年化した既設設備を最新鋭の高効率ガスター

ビン･コンバインドサイクルへ更新し、CO₂排出原単位

の低減を図るとともに、将来的な水素利用や CCS・CCUS

導入も見据え、安定供給と脱炭素化の両立に資するも

のと考えています。 

発電所アセス省令第 3 条第 2 項では、構造等に関す

る複数案の設定に当たっては、事業を実施しない案（ゼ

ロ・オプション）を含めた検討が現実的であると認めら

れる場合には、当該案を含めるよう努めるものとする

とされています。 

本事業は、再生可能エネルギーの導入を自然条件に

左右されず発電可能な火力発電で支えるため、1 号機の

運転から約 50 年が経過した LNG 火力発電所である袖ケ 

(次頁へ続く) 
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No 意 見 の 概 要 事業者の見解  

2 (前頁からの続き) 

を一切提示せず「低減に努める」との定性的表明に終始

しています。これは環境影響評価手続きとして極めて

不誠実と言わざるを得ません。 

(前頁からの続き) 

浦火力発電所の発電設備を同じ LNG を燃料とする高効

率なガスタービン・コンバインドサイクル発電設備に

更新することを目的とした計画であることから、本事

業を実施しないという代替案（ゼロ・オプション）を含

めた検討は現実的ではないと考えています。 

なお、「発電所に係る環境影響評価の計画段階環境配慮

書における複数案等の考え方」（平成 25 年 9 月 30 日、

経済産業省）では、発電事業におけるゼロ・オプション

（事業を実施しない案）について「配慮書の届出がなさ

れた時点で、事業者自らが必要な電力を供給するとい

う事業目的を達成するため当該事業を実施すると判断

したものと考えられ、ゼロ・オプションを設定すること

は一般的には考えにくい。」とされています。 

また、当社は、燃料上流開発、LNG 調達・輸送、発電、

エネルギー販売までを含む一貫したバリューチェーン

を有しており、統合報告書等においてスコープ 1、スコ

ープ 2 に加え、燃料調達等に伴うスコープ 3 排出量を

継続的に把握・開示しています。 

今後も、国の政策や技術開発、事業環境の動向を踏ま

え、二酸化炭素排出削減に向けた取組を進めてまいり

ます。 

3 国内最大の発電事業者としての責任と代替選択肢への

転換 

事業者である株式会社 JERA は、国内最大の発電事業

者として日本の脱炭素化をリードすべき立場にありま

す。不確実でエネルギー効率の低い将来の水素転換や

CCS・CCUS に依拠して化石燃料インフラを正当化する姿

勢は、将来的な座礁資産化や国民・需要家へのコスト転

嫁を招くリスクを孕んでいます。 

 

貴社におかれましては、本事業計画（新 1～3 号機建設）

がもたらす致命的な気候影響と事業リスクを再認識

し、「LNG 火力ありき」の方法書を取り下げ、本建設計

画の中止（既設設備の順次廃止）および再生可能エネル

ギー・系統柔軟性向上への直接的な投資・事業転換を強

く求めます。 

当社は、国内最大の発電事業者として、電力の安定供

給と脱炭素化の両立に取り組む責任があると認識して

います。 

No.1 に記載のとおり、リプレースによりさらなる高

効率化を図るとともに、水素系燃料への燃料転換や

CCS・CCUS の活用等により火力発電のゼロエミッション

化を推進していく方針であることから、本建設計画の

中止は検討しておりません。 

再生可能エネルギーの導入拡大と、出力変動に対応

できる調整可能な電源を相互に補完させることによ

り、電力の安定供給を確保しながら脱炭素化を進めて

まいります。 

4 データセンター併設等の需要増加を口実とした化石燃

料火力の新設・長期運用について 

報道等によれば、東京湾内の LNG 火力発電所に隣接・

併設する形での大規模データセンター（DC）建設計画が

取り沙汰されており、本事業（袖ケ浦火力発電所）もそ

の候補地となり得ることが指摘されています。 

 

本事業において、このような特定の高負荷需要（デー

タセンター等）への供給や施設併設が想定・検討されて

いる場合、以下の理由から気候変動対策および環境影

響評価手続き上の重大な問題が存在します。 

 

1．デジタル化・AI 需要を理由とした化石燃料ロックイ

ンの不当性 

データセンターの急速な電力需要増加に対応するた

めと称して、今後数十年にわたり大量の温室効果ガス

を排出し続ける大型 LNG火力発電所を新設することは、

脱炭素社会への移行を根本から阻害するものです。 

(次頁へ続く) 

方法書では、本事業の目的の一つとして、データセン

ターや半導体工場の新増設等を背景に、我が国の電力

需要が今後も増加傾向にあるとの見通しを記載してい

ますが、本事業が特定のデータセンターへの電力の供

給を前提とした計画であるかなどを含め、電力の具体

的な販売先については、競争上の観点から回答を差し

控えます。 

当社は再生可能エネルギーの開発にも取り組んでお

り、再生可能エネルギーとゼロエミッション火力の相

互補完による脱炭素化を進めてまいります。 
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No 意 見 の 概 要 事業者の見解  

4 (前頁からの続き) 

デジタルインフラの拡大に必要な電力は、火力発電の

延命や新設によって賄うのではなく、再生可能エネル

ギーの新規開発および系統蓄電池やデマンドレスポン

スの活用によって優先的に供給されるべきです。 

2．需要家企業（RE100 加盟企業等）の脱炭素要請との

乖離 

現在、データセンターを利用する国内外の主要企業

や IT 事業者は、RE100 や SBT（Science Based Targets）

に基づき、自社が使用する電力の 100%再生可能エネル

ギー化を厳しく求めています。例えば、弊社が提携する

さくらインターネットも早期から SBT 認定を取得する

など、業界内での脱炭素化への動きは加速しています。 

このような状況下で、 化石燃料（LNG）で発電された電

気をデータセンターに供給することは、需要家企業の

サプライチェーン排出量を増大させ、我が国の産業競

争力を削ぐ結果となります。仮に「LNG の冷熱利用によ

る DC の冷却効率化」などが提示されたとしても、発電

に伴う膨大な絶対排出量を正当化する根拠にはなり得

ず、実質的なグリーンウォッシュと言わざるを得ませ

ん。 

3．事業計画・電力需要想定における情報開示の欠如 

本方法書においては、本事業の目的として単に「需給

バランスを柔軟に調整できる火力発電」［方法書 p.3］

といった定型的な説明がなされるにとどまり、敷地利

用や送電先として想定される大規模需要（データセン

ター計画等）との関連性についての説明が一切ありま

せん。事業の前提となる電力需要の性質や設備利用率

の想定、さらには敷地利用の全容が開示されないまま

環境影響評価が進められることは、住民や自治体によ

る適切な調査・予測・評価および意見提出の機会を奪う

ものであり、アセスメント手続きの透明性を著しく欠

いています。 

4．求める対応 

1.特定の大規模データセンター事業等への電力・冷

熱供給を前提、あるいは考慮しているか否かにつ

いて、事業計画および需要想定の事実関係を明確

に開示すること。 

2.データセンター等の電力需要増を口実とした新規

LNG 火力の建設を撤回し、需要増加に対しては

100%再生可能エネルギーによる供給計画へと転換

すること。 

(前頁に掲載) 

5 計画段階配慮書について提出した意見に対する事業者

の見解（No.1）について［方法書 p.394］ 

配慮書に対する当方の意見に対し、貴社は「第 7 次

エネルギー基本計画」において LNG 火力が「トランジ

ションの手段」や「供給力確保」として位置づけられて

いること、ならびに自社のロードマップに基づく将来

的なゼロエミッション化を根拠に、本事業の正当性を

主張しています。 

 

しかしながら、以下の理由から貴社の回答は当方の

指摘および配慮書に対する経済産業大臣意見に正面か

ら答えておらず、本計画の正当化の根拠とはなり得ま

せん。 

(次頁へ続く) 

当社は、本事業及び脱炭素化に向けた取組を、日本政

府が示すエネルギー政策及び温暖化対策の方向性と整

合を図りながら進めています。日本政府は、2035 年度

に温室効果ガス排出量を 2013 年度比 60％削減する NDC

について、1.5℃目標と整合的で 2050 年ネット・ゼロ実

現に向けた経路上にある目標としています。当社の

「JERA ゼロエミッション 2050」及び 2035 年度までに

国内事業の CO₂排出量を 2013 年度比 60％以上削減する

目標は、こうした国の方針と整合したものです。本事業

は、高経年化した既設設備を最新鋭の高効率ガスター

ビン･コンバインドサイクルへ更新し、CO₂排出原単位

の低減を図るとともに、将来的な水素利用や CCS・CCUS

導入も見据え、安定供給と脱炭素化の両立に資するも 

(次頁へ続く) 
  



23 ©2026 ㈱ＪＥＲＡ 

No 意 見 の 概 要 事業者の見解  

5 (前頁からの続き) 

1．不十分な国の計画への依拠は 1.5℃目標との不整合

を免責しない 

貴社が依拠する「第 7 次エネルギー基本計画」およ

び政府目標（2030 年度 46%削減、2035 年度 60%削減等）

は、国内外の科学者コミュニティや国際機関から

「1.5℃目標の達成には不十分である」と一貫して指摘

されています。G7 で合意された「2035 年までの電力部

門の完全又は大宗の脱炭素化」や IEA（国際エネルギー

機関）の 1.5℃シナリオ（天然ガス発電量を 2030 年に

ピークとし 2040 年までに 90%削減）とも整合していま

せん。配慮書に対する経済産業大臣意見においても、

「1.5 度目標と整合する形で可能な限り早期に進める

こと」［方法書 p.293］や、「二酸化炭素排出削減の取り

組みの道筋が 1.5 度目標と整合する形で描けない場合

には、あらゆる選択肢を勘案して検討すること」［方法

書 p.294］が求められています。科学的要請から乖離し

た国の計画を楯に、1.5℃目標との定量的整合性を示さ

ない姿勢は到底認められません。 

2．運転開始時期（2032〜2041 年）と長期的な排出固定

化（ロックイン）の矛盾 

本計画では新 1 号機が 2032 年、新 2 号機が 2033 年、

新 3 号機が 2041 年に運転開始を予定しています。火力

発電所の耐用年数を 40 年と仮定すれば、2070 年代〜

2080 年代まで大量の温室効果ガスを排出し続けること

になります。 IPCC 第 6 次評価報告書が明示している通

り、世界全体の残余カーボンバジェットは極めて限ら

れており、既存の化石燃料インフラすら早期廃止が求

められる中で 、2030 年代以降に新たな大型化石燃料イ

ンフラを建設・稼働させる余地はありません。最新式の

高効率ガスタービンであっても、排出係数（0.32〜0.36 

kg-CO₂/kWh程度）は IEAの 1.5℃シナリオが求める 2030

年目標（0.186 kg-CO₂/kWh）の 2 倍近くに達し、明確に

不整合です。 

3．「調整力」を理由とした新規建設の合理性の欠如 

再生可能エネルギーの出力変動に対する「調整力」や

「柔軟性」の確保は、蓄電池、デマンドレスポンス、送

配電網の強化（広域系統連携）、既存火力の柔軟な運用

など、より低炭素で経済合理的な代替手段によって達

成可能です 。調整力を口実に、巨額の資金を投じて長

寿命の化石燃料インフラを新設することは、大規模な

CO₂排出源を固定化させるだけでなく、将来的な座礁資

産化のリスクを高めるのみです。 

4．条件付きの「ゼロエミッション化」による説明責任

の放棄 

貴社は水素転換や CCS・CCUS の活用を掲げています

が、配慮書等において「技術開発の実現や投資回収等の

条件を満足することを前提」［方法書 p.4］としており、

条件が整わなかった場合の具体的な代替策やリスクを

示していません 。 実証段階でコストや技術・供給体制

に課題が多い水素・アンモニアや CCS を根拠に 、現時

点での膨大な排出を伴う新規 LNG 火力建設を推し進め

ることは、不確実な未来技術に依存して確実な排出源

を確定させる無責任な行為（グリーンウォッシュ）で

す。 

(次頁へ続く) 

(前頁からの続き) 

のと考えています。 

No.1 に記載のとおり、リプレースによりさらなる高

効率化を図るとともに、水素系燃料への燃料転換や

CCS・CCUS の活用等により火力発電のゼロエミッション

化を推進していく方針であり、本事業はこうした将来

的な脱炭素化の取組を前提として計画しています。 

火力発電は発電機の回転エネルギーによって周波数

を安定させる「慣性力」を持っています。これは停電の

連鎖を防ぐ重要な機能です。再生可能エネルギーや蓄

電池だけでは同じ役割を十分に果たせないため、一定

量の火力電源が必要とされています。本事業は、高い起

動停止性能と負荷追従性を有する最新鋭の高効率ガス

タービン･コンバインドサイクル設備を導入すること

で、再生可能エネルギーの更なる導入拡大を支える調

整力の確保に貢献するとともに、既設設備の更新によ

る CO₂排出原単位の低減を図る計画です。 

「技術開発の実現や投資回収等の条件」が整わなか

った場合については、その時々に応じた選択肢から事

業者が対応可能な範囲で、脱炭素化に向けた取り組み

を検討いたします。 
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No 意 見 の 概 要 事業者の見解  

5 (前頁からの続き) 

以上より、国の計画や不確実な将来技術を口実に新

規建設を正当化する回答を取り下げ、本リプレース計

画（新 1〜3 号機の建設）の中止および再生可能エネル

ギーへの直接的投資や系統柔軟性の向上への転換を強

く求めます。 

(前頁に掲載) 

6 計画段階配慮書について提出した意見に対する事業者

の見解（No.2, No.3）について［方法書 p.394-395］ 

貴社は自社の長期ビジョン「JERA ゼロエミッション

2050」および中間目標である「JERA 環境コミット

2030/2035」を挙げ、本計画が国のエネルギー政策や

1.5℃目標と整合していると主張しています［方法書 

p.394-395］。しかしながら、以下の通り、貴社が提示し

た目標や根拠自体が国際合意や気候科学の要請から大

きく乖離しており、本計画を正当化する説明としては

著しく不十分です。 

 

1．自社目標「JERA 環境コミット 2035」は G7 合意およ

び 1.5℃目標と明確に矛盾する 

貴社は「JERA 環境コミット 2035」において「2035 年

度までに国内事業からの CO₂排出量を 2013 年度比 60%

以上削減」することを掲げています［方法書 p.395］。

しかし、2023 年 G7 広島サミットおよび 2024 年 G7 プー

リアサミットで合意された国際約束は「2035 年までに

電力部門の完全又は大宗の脱炭素化」です。2035 年時

点で 4 割もの排出を残存させる目標は「完全又は大宗

の脱炭素化」とは到底言えません。さらに、新 3 号機に

いたっては 2041 年という、G7 が掲げる脱炭素化期限

（2035 年）を大幅に過ぎた時期に運転開始が計画され

ています。国際的な研究機関（Climate Action Tracker）

等の分析によれば、日本が 1.5℃目標と整合するために

は 2035 年までに 78%以上の削減が必要とされており、

貴社の 2035 年目標および本建設計画は、1.5℃目標お

よび G7 合意のいずれとも明確に矛盾しています。 

2．「排出原単位の改善」は「CO₂累積総排出量」の増加

を誤魔化す論理すり替えである 

貴社は「老朽火力の更新を通じて排出原単位を大き

く改善する」と説明します［方法書 p.395］。しかし、

地球温暖化の進行を左右するのは「累積の CO₂総排出量

（カーボンバジェット）」であり、発電効率の向上（原

単位の改善）ではありません。最新式のガスコンバイン

ドサイクルであっても、排出係数は 0.32〜0.36 kg-

CO₂/kWh程度であり、IEA（国際エネルギー機関）の 1.5℃

シナリオが求める 2030 年の電力部門平均（0.186 kg-

CO₂/kWh）の約 2 倍に達します。2030 年代以降に新設さ

れ、今後数十年にわたり稼働し続ける新 1〜3 号機は、

莫大な量の CO₂排出を将来にわたって固定化（ロックイ

ン）させるものであり、「原単位の改善」を理由に巨額

の化石燃料インフラ投資を正当化することは許されま

せん。 

3．不確実な「水素・アンモニア転換」を前提とした説

明責任の回避 

貴社は「将来の水素転換等のゼロエミッション化に対

応しうる柔軟なインフラ」［方法書 p.395］と主張し 

(次頁へ続く) 

当社は、本事業及び当社の脱炭素化に向けた取組に

ついて、日本政府が示すエネルギー政策及び温暖化対

策の方向性と整合を図りながら進めています。 

日本政府は、2035 年度までに温室効果ガスを 2013 年

度比 60％削減するとの NDC（国が決定する貢献）を国連

に提出するとともに、第 7 次エネルギー基本計画にお

いて、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたエ

ネルギー政策の方向性を示しています。政府は、当該

NDC について、IPCC 等の科学的知見を踏まえ、世界全体

での 1.5℃目標と整合的であり、2050 年ネット・ゼロの

実現に向けた経路上にある目標として整理していま

す。 

当社の「JERA ゼロエミッション 2050」及び 2035 年度

までに国内事業の CO₂排出量を 2013 年度比 60％以上削

減する目標は、この日本政府の 2050 年カーボンニュー

トラル及び 2035 年 NDC と整合したものです。また、再

生可能エネルギーの導入拡大、水素・アンモニア等のゼ

ロエミッション燃料の利用拡大、CCS・CCUS の活用検討

等を組み合わせながら、事業全体の脱炭素化を進めて

います。  

本事業は、高経年化した既設火力発電設備を最新鋭

の高効率ガスタービン・コンバインドサイクル発電設

備へ更新するものであり、発電端熱効率約 64％（低位

発熱量基準）を実現することで、既設設備と比較して燃

料使用量及び CO₂排出原単位の低減を図ります。また、

将来的な水素利用や CCS・CCUS 導入への対応可能性も

考慮した計画としています。  

さらに、再生可能エネルギーの導入拡大が進む中で、

需給バランスを柔軟に調整できる電源は安定供給確保

の観点から引き続き重要であり、本事業は再生可能エ

ネルギーの更なる導入拡大を支える調整力の確保にも

資するものです。 

したがって、本事業及び「JERA ゼロエミッション

2050」に基づく取組は、日本政府が 1.5℃目標との整合

性を有するとしている 2035 年 NDC 及び第 7 次エネルギ

ー基本計画の方向性に沿うものであり、2050 年カーボ

ンニュートラルの実現に向けた移行経路の一部を構成

するものと考えています。 
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6 (前頁からの続き) 

ますが、配慮書に対する経済産業大臣意見（5）におい

て求められている「燃料の製造・輸送等を含むサプライ

チェーン全体の温室効果ガス排出量の算定と適切な削

減」［方法書 p.293］に対する具体的な回答を行ってい

ません。現状、商用利用が検討される水素・アンモニア

の多くは化石燃料由来（グレー水素等）であり、製造・

輸送時の排出を考慮すればライフサイクル全体で削減

にならない懸念があります。また、専焼・大規模利用に

必要な燃料調達の具体性や経済合理性も示されていま

せん。実証段階で不確実性の高い技術への期待を盾に、

現時点で確実な大量排出源を創出する姿勢は「グリー

ンウォッシュ」との批判を免れません。 

4．求める対応 

配慮書に対する経済産業大臣意見（6）では、「1.5 度

目標と整合する形で道筋が描けない場合には、あらゆ

る選択肢を勘案して検討すること」［方法書 p.294］が

命じられています。 

G7 合意や 1.5℃目標と不整合な自社目標・国の方針

を根拠とする回答を撤回し、本新設計画の中止（リプレ

ースを伴わない既設 1〜4 号機の廃止 ）および再生可

能エネルギー・系統柔軟性への直接投資を選択肢とし

て検討することを強く求めます。 

(前頁に掲載) 

7 計画段階配慮書について提出した意見に対する事業者

の見解（No.6）について［方法書 p.396］ 

配慮書に対する意見提出において、近年の学術研究

で明らかな通り、天然ガスの採掘・液化・輸送プロセス

におけるメタン漏洩や消費エネルギーを考慮すると、

LNG 火力のライフサイクル全体の温室効果ガス（GHG）

排出量が石炭火力に匹敵、あるいはそれを超える可能

性があることを指摘しました。 

これに対し貴社は、「研究が行われていることは把握

しております。当社としては、ライフサイクル全体での

温室効果ガスの排出を可能な限り低減するように努め

てまいります」とのみ回答しています［方法書 p.396］。

しかしながら、この回答は以下の理由から極めて不誠

実であり、環境影響評価手続きとして到底認められま

せん。 

 

1．経済産業大臣意見（5）への明確な軽視・無視 

配慮書に対する経済産業大臣意見（5）においては、

「燃料の製造、輸送等も含む本事業のサプライチェー

ン全体の温室効果ガス排出量を算定し、適切に削減し

ていくこと」［方法書 p.293］と明確に要請されていま

す。 貴社が「低減に努める」という抽象的な精神論に

終始し、どのような前提・算定手法を用いてサプライチ

ェーン全体の排出量やメタン漏洩の影響を定量的に評

価するのかを方法書に明記しないことは、大臣意見を

著しく軽視・無視するものです。 

2．メタン漏洩および上流工程排出の科学的重大性への

不誠実な対応 

天然ガスの主成分であるメタンは、短中期的に CO₂の数

10 倍におよぶ強力な温室効果をもたらします。近年発

表された研究（Howarth 2024 等）が示すように、採掘

から輸送・液化に至るサプライチェーンでごくわずか 

(次頁へ続く) 

燃料の製造・輸送等を含む LNG サプライチェーン全

体の温室効果ガス排出量を把握し、削減することは重

要であると認識しており、統合報告書等においてスコ

ープ 1、スコープ 2 に加え、燃料調達等に伴うスコープ

3 排出量を継続的に把握・開示しています。 

なお、本事業における温室効果ガスの予測・評価の手

法については、「発電所に係る環境影響評価の手引」(経

済産業省、2025 年)を参考に設定しており、施設の稼働

に伴い発生する二酸化炭素の排出量を燃料使用量及び

燃料成分から算出し、二酸化炭素に係る環境影響が、実

行可能な範囲内で回避又は低減されているかを検討

し、環境保全についての配慮が適正になされているか

を検討することとしています。 

当社は、温室効果ガス排出削減及び資源の有効活用

の観点からメタン排出削減の重要性を認識し、LNG サプ

ライチェーン全体でのメタン排出削減を目的とするイ

ニシアティブ「CLEAN」を立ち上げ、関係事業者との連

携を進めています。また、発電所においては、保安上の

観点も踏まえてメタン漏洩を管理し、漏洩が確認され

た場合には適切な措置を講じています。 
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なメタン漏洩（数％程度）が生じるだけで、LNG の「石

炭より低炭素」という前提は完全に崩壊します。日本国

内最大の LNG 取扱事業者である貴社が、調達先ガス田

や輸送プロセスにおけるメタン漏洩率の想定値、サプ

ライチェーン全体の GHG 排出係数、それらを踏まえた

影響評価手法を提示しないまま「低減に努める」と述べ

るだけでは、気候影響の正当な予測・評価とは言えませ

ん。 

 

* Howarth RW. [2024] “The greenhouse gas 

footprint of liquefied natural gas (LNG) exported 

from the United States,” Energy Sci Eng, 

Volume12, Issue1112: 4843-4859. 

 

3．方法書として調査・予測・評価手法を示す説明責任

の欠如 

本手続きは「環境影響評価方法書」であり、事業計画

に伴う環境影響をどのように調査・予測・評価するかと

いう「方法」を住民や関係自治体に開示し、意見を聴く

場です。 単に「低減に努める」との意思表示をするだ

けで、配慮書段階で問われた主要なリスク（サプライチ

ェーン全体の排出・メタン漏洩）についての評価手法を

一切提示しないのは、環境アセスメント制度の趣旨を

根底から害するものです。 

4．求める対応 

貴社に対し、以下の点を準備書に向けて速やかに検

討し、評価手法および算定結果を明示することを強く

求めます。 

本事業で使用する LNG の調達先・サプライチェーン

全体における GHG 排出量、特に採掘・液化・輸送工程で

のメタン漏洩量を織り込んだ定量的算定手法および前

提条件を方法書・準備書において提示すること。 

配慮書大臣意見（5）に直結する内容として、サプラ

イチェーン全体の排出削減に向けた具体的・実効性の

ある取り組み（調達先への漏洩対策要請、低排出 LNG の

優先調達等）を定量的根拠とともに明示すること。 

(前頁に掲載) 

8 計画段階配慮書について提出した意見に対する事業者

の見解（No.8）について［方法書 p.396-397］ 

配慮書に対する意見提出において、発電部門におけ

る水素・アンモニア利用のエネルギー効率の低さ（非合

理性）、クリーン水素の需要供給のアンバランス、ブル

ー水素のライフサイクルにおける排出リスク、ならび

に条件が整わない場合における化石燃料運用の長期化

（ロックイン）リスクを具体的に指摘しました。 

 

これに対し貴社は、「JERA ゼロエミッション 2050」

の宣伝や、パートナー企業との協業によるクリーン水

素サプライチェーン構築の取り組みを定性的に説明す

るのみで［方法書 p.396］、当方が提示した課題や科学

的指摘に対して正面からの回答を避けています。 

 

1．「エネルギー効率の低さ（非合理性）」という根本課

題に対する回答の欠如 

再生可能エネルギーを用いて製造されたグリーン水 

(次頁へ続く) 

当社は、水素・アンモニア利用や CCS・CCUS につい

て、現時点ですべての技術的・経済的課題が解決されて

いるとは考えておらず、今後の技術開発や社会実装の

進展を踏まえながら導入を進めていくものと認識して

います。一方で、日本政府の第 7 次エネルギー基本計画

においては、2050 年カーボンニュートラルの実現に向

けて、再生可能エネルギーの最大限導入に加え、水素・

アンモニア、CCS・CCUS 等を活用した火力発電の脱炭素

化を進める方針が示されています。当社は、「JERA ゼロ

エミッション 2050」のもと、再生可能エネルギーの導

入拡大に取り組むとともに、水素・アンモニアや CCS・

CCUS 等の活用可能性についても検討を進めています。

本事業は、高経年化した既設設備を高効率な設備へ更

新するものであり、既設設備に比べて CO₂排出原単位の

低減を図るとともに、将来的な脱炭素化技術の導入に

も対応可能な設備として計画しています。今後も国の

政策動向や技術開発の進展を踏まえながら、安定供給

の確保と脱炭素化の両立に取り組んでまいります。 

(次頁へ続く) 
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素であっても、それを輸送・貯留し、再び火力発電所で

燃焼して電気に戻すプロセスでは、膨大なエネルギー

ロス（熱効率の大幅低下）が発生します。 再エネを直

接電力として利用、あるいは蓄電池や系統強化で調整

力を確保する代替手段が存在する発電部門において、

わざわざ水素に変換して発電に用いることは極めて非

効率かつ高コストです。国際再生可能エネルギー機関

（IRENA）が「無差別な使用はエネルギー転換を遅らせ

る」と警鐘を鳴らしている点について、貴社は何ら科学

的な反論を示していません。 

2．クリーン水素の供給限界と「優先的用途」の無視 

大規模な大型コンバインドサイクル発電所で混焼・

専焼を行うために必要な量のクリーン水素（グリーン

／ブルー水素）を、経済合理的かつ安定的に調達できる

見通しは立っていません。また、水素は脱炭素化の代替

手段が存在しない熱需要産業（鉄鋼、化学等）や長距離

輸送等に優先的に割り当てられるべきであり、代替手

段（再エネ・蓄電池等）が存在する発電部門で大量消費

することは、社会全体の脱炭素化をかえって阻害しま

す。貴社の回答は、こうした需要の競合や調達の現実性

に関する定量的な説明を欠いています。 

3．「ブルー水素・アンモニア」の気候影響の過小評価 

貴社は「化石燃料を原料として CO₂を分離回収するブ

ルー水素・アンモニア」をクリーン燃料の選択肢として

挙げています［方法書 p.396］。しかし、ブルー水素は

原料となる天然ガスの採掘・輸送過程におけるメタン

漏洩（前述の通り強力な温室効果ガス）や、CCS（炭素

捕獲・貯留）の回収率の限界（実質 6〜8 割程度にとど

まる事例が多い）が存在するため、ライフサイクル全体

で見れば十分な温室効果ガス削減効果が得られないリ

スクがあります。配慮書大臣意見（5）が求めた「サプ

ライチェーン全体の GHG 排出量の算定」を欠いたまま

ブルー水素を正当化することは許されません。 

4．条件不成立時における責任回避とロックインリスク 

当方が指摘した「技術の実現や経済合理性等の条件

が整わなかった場合の想定リスク・代替策」に対し、貴

社は一切答えていません。実証段階で不確実性の高い

技術への期待を口実に、現在確実に大量の CO₂を排出し

続ける大型 LNG 火力発電所を新設・長期稼働させるこ

とは、将来的な座礁資産化を招くとともに、気候変動対

策の責任を未来に先送りする行為（グリーンウォッシ

ュ）です。 

5．求める対応 

不確実で非効率な水素導入や CCS・CCUS への期待を

理由に新 1〜3 号機の建設を正当化する回答を取り下

げ、本建設計画の中止（ゼロオプション）および再生可

能エネルギーや系統柔軟性への直接投資を事業計画と

して真摯に検討することを強く求めます。 

(前頁からの続き) 

技術の実現や経済合理性等の条件が整わなかった場

合については、その時々に応じた選択肢から事業者が

対応可能な範囲で、脱炭素化に向けた取り組みを検討

いたします。 

今後も国の政策や技術開発、事業環境の動向を踏ま

え、本事業の脱炭素化を検討してまいります。 

9 計画段階配慮書について提出した意見に対する事業者

の見解（No.11）について［方法書 p.399］ 

配慮書に対する意見提出において、気候危機に対応

するための再エネ転換や、リプレースを伴わない既設 1

〜4 号機の廃止（ゼロオプション）、燃料高騰リスクや

需要家要請（RE100 等）を踏まえた複数案の検討を求め 

(次頁へ続く) 

発電所アセス省令第３条第２項では、構造等に関す

る複数案の設定に当たっては、事業を実施しない案（ゼ

ロ・オプション）を含めた検討が現実的であると認めら

れる場合には、当該案を含めるよう努めるものとする

とされています。 

本事業は、再生可能エネルギーの導入を自然条件に 

(次頁へ続く) 
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ました。 

これに対し貴社は、「同じ LNG を燃料とする高効率な

設備に更新することを目的とした計画であるため、再

エネや LNG 以外の燃料種との複数案は検討しておりま

せん。また、本事業を実施しないという複数案について

も、検討しておりません」［方法書 p.399］と回答しま

した。 

しかしながら、この回答は以下の通り、環境影響評価

制度の根幹を揺るがすものであり、到底認められませ

ん。 

 

1．アセスメント制度の趣旨および経済産業大臣意見に

対する明確な違反 

環境影響評価（アセスメント）手続き、とりわけ計画

段階環境配慮手続きの核心は、事業計画が固定化する

前の段階において、「事業を実施しない案（ゼロオプシ

ョン）」や「規模・電源種の変更案」を含む複数案を比

較検討し、真に環境負荷の少ない選択肢を模索するこ

とにあります。「事業目的が LNG 火力の更新だから他案

は検討しない」という論理は、「結論（LNG 火力新設）

ありき」で手続きを進めていることを自認するもので

あり、環境影響評価制度の趣旨を根本から否定するも

のです。 また、配慮書大臣意見（6）においても、「1.5

度目標と整合する道筋が描けない場合には、あらゆる

選択肢を勘案して検討すること」［方法書 p.294］と命

じられており、ゼロオプションや代替案の検討をハナ

から拒否する姿勢は、大臣意見への明確な違反です。 

2．環境影響の「軽重」の意図的なすり替え 

貴社は「既存施設の活用により大規模な土地改変を

回避し、環境負荷を軽減できる」［方法書 p.399］と主

張します。しかし、本建設計画（新 1〜3 号機）におい

て最も深刻かつ広域的・長期的な環境影響は、今後数十

年にわたって排出され続ける大量の温室効果ガス（CO₂

およびメタン）による気候変動への及ぼす影響です。 

局所的な土地改変の回避という限定的な要素をもっ

て、地球規模の気候影響を及ぼす化石燃料インフラの

新設を正当化し、より劇的に温室効果ガスを削減でき

る「ゼロオプション」や「再エネ・蓄電池への代替案」

の検討を放棄することは、重大な論理のすり替えです。 

3．需要構造の変化や事業リスクに対する分析の不備 

当方が指摘した、世界的な燃料価格高騰リスク、カー

ボンプライシング導入による発電コスト上昇、さらに

は RE100 や JCI 等に加盟する需要家企業による「再エ

ネ電力」への急速なシフトといった経済的・社会的背景

について、貴社は自社の再エネ開発目標（2035年度 2000

万 kW）を繰り返すのみで、本事業（袖ケ浦火力）にお

ける経済性や需要リスクの分析を行っていません。化

石燃料由来の電気が市場で忌避され、座礁資産化する

リスクが高まる中で、巨額の資金を投じて新設するこ

とが将来にわたり国民や需要家にどのような経済的負

担をもたらすのかについての検証も皆無です。 

4．求める対応 

貴社に対し、以下の対応を強く求めます。 

(次頁へ続く) 

(前頁からの続き) 

左右されず発電可能な火力発電で支えるため、1 号機の

運転から約 50 年が経過した LNG 火力発電所である袖ケ

浦火力発電所の発電設備を同じ LNG を燃料とする高効

率なガスタービン・コンバインドサイクル発電設備に

更新することを目的とした計画であることから、本事

業を実施しないという代替案（ゼロ・オプション）を含

めた検討は現実的ではないと考えています。 

なお、「発電所に係る環境影響評価の計画段階環境配

慮書における複数案等の考え方」（平成 25 年 9 月 30 日、

経済産業省）では、発電事業におけるゼロ・オプション

（事業を実施しない案）について「配慮書の届出がなさ

れた時点で、事業者自らが必要な電力を供給するとい

う事業目的を達成するため当該事業を実施すると判断

したものと考えられ、ゼロ・オプションを設定すること

は一般的には考えにくい。」とされています。 

一方、発電設備の配置、構造及び規模については、既

存インフラの活用、環境負荷、敷地制約及び系統連系状

況等を総合的に勘案して検討しています。既設の燃料

供給設備、取放水設備及び送電設備等を有効活用して

大規模な土地改変を回避するとともに、利用可能な最

良の技術である高効率設備を採用することにより、環

境負荷の低減を図る計画です。 

温室効果ガスについては、施設の稼働に伴う二酸化

炭素排出量及び排出原単位を算定し、今後の環境影響

評価手続きにおいてお示しします。 

本事業の実施については、今後の需給状況やエネル

ギー情勢、環境政策等を総合的に評価した上で判断し

ます。また、当社は再生可能エネルギーの開発にも取り

組んでおり、本事業については、将来的な水素混焼を見

据えた機種の採用及び CCS・CCUS の導入可能性の検討

により、脱炭素化を進めてまいります。 
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No 意 見 の 概 要 事業者の見解 

9 (前頁からの続き) 

「LNG 火力新設ありき」で複数案およびゼロオプショ

ン(不実施案)の検討を拒否した回答を取り下げるこ

と。 

準備書手続きに向けて、①リプレースを行わず既設 1

〜4 号機を廃止する「ゼロオプション」、②敷地内・周

辺における大規模再生可能エネルギーや大型蓄電池・

系統連携施設への転換案、③設備規模を最小限に抑え

る縮小案、を具体的に設定し、温室効果ガス排出量や累

積気候影響についての定量的・科学的な比較評価手法

を方法書・準備書に明示すること。 

(前頁に掲載) 
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2.水環境 

No 意 見 の 概 要 事業者の見解 

10 水温の上昇は、水産生物が生息できる至適水温の範

囲を超えると生育に支障をきたす事は言うまでもあり

ません。千葉県水産研究所の観測してきた東京湾内湾

水温は、昭和 40 年代から上昇傾向でした。特に、東京

湾横断道路建設頃からノリ養殖工程が水温の横這いが

長く続き、ノリ芽の脱落等問題を抱えてきました。そこ

で、問題を解決すべく、気象と水温を解析し、地球温暖

化やヒートアイランド現象に伴い至適水温時期の出現

が、遅くなり、ノリの採れる期間が令和年代は、昭和年

代に比べて 2 ヶ月程短くなってきていました。 

このように水産業にとっては、水温は大事なファク

ターにも拘わらず、影響評価方法は、30 年前と同じで

おざなりの説明で残念でした。例えば、現在の 10 月の

排水口前面の水温包絡線と建設後の水温包絡線を示し

てこれだけ狭まったとかが示せる調査だと良いと思い

ました。予測を検証するには、自記式の水温観測のデー

タが多いほど精度が高まります。 

説明会では、建設終了後、1 年間の調査という事では、

年ごとに気象は同じでないので、最低でも 3 年間は追

跡しないと予測通りかは判明できません。国のアセス

調査指針通りでは、また、昔の牛込漁協の温排水問題の

再燃になりかねないと心配になりました。 

2050 年までに二酸化炭素ゼロミッションの方針に沿

って御社も含めて東京湾沿岸の企業は、取り組んでい

ると思います。 

そこで、経済産業省が統括して、東京湾沿岸企業の温

排水の量を企業のゼロミッションロードマップに沿っ

て、東京湾沿岸企業の温室効果ガスの削減量と温排水

排出の量を提示し、東京湾内湾水温はこのように予測

されますとか？ 

「東京湾沿岸の企業は、温室効果ガス削減に伴い、環

境が改善されました」と経済産業省、国土交通省、環境

省連名で結果報告が出来ると最高だと思います。 

以上、孫子の為、国内資源を有効に利用して安定した

エネルギー供給に邁進してください。 

説明会でご説明した「1 年間の調査」につきましては、

環境影響評価において予測・評価を行うための現況調

査の期間を指したものです。温排水に関する水温調査

については、海域の状況を把握するため、自記式水温計

を用いて、四季に現地調査を実施する計画としており

ます。 

一方で、発電所の運転開始後に実施するモニタリン

グ調査の項目や期間等につきましては、今後、環境影響

評価の結果や関係機関等のご意見も踏まえながら、環

境影響評価準備書以降の手続きの中で検討してまいり

ます。 

気象・海象条件の変動を踏まえた複数年調査の必要

性に関するご意見につきましては、今後の検討に当た

っての参考とさせていただきます。 

なお、経済産業省に対するご意見につきましては、回

答する立場になく、回答を差し控えさせていただきま

す。 

 

11 環境調査について 

30 年前と同じ影響予測手法で精度が上げて実態に近

づける内容になっていなかった。例えば、 

ア）拡散は、東京湾の水塊構造わかるような新拡散モ

デルを使用。 

湾口部に黒潮分枝流れが波及すると潮流が変わる

ので、東京湾潮流モデル（国土交通省が実施）に黒

潮予測モデルで境界域を設定し、従来の排水口付近

の拡散モデルを合わせた新しいモデルを使用して

いるとか縦割りの行政を連携させて効率をはかる。 

イ）ドローンで表面水温を測定する等、新規技術導人

すれば良いのにと感じました。 

ウ）流向・流速観測地点に表層中層底層に自記式水温・

塩分計で測定し、後に検証に利用し、さらにシミレ

—ション精度向上させ東南アジア諸国に同様な問題

時に使えればと思った。 

エ）文献調査の生物相は、温暖化で水温が上昇してお

り、過去と急激に生物相が変化しているので、その

文献調査の位置付けが必要と感じました。 

ア）本事業の温排水は表層放水方式により放水するこ

とから、一般財団法人電力中央研究所で開発され、

表層放水の温排水拡散予測で多くの実績がある数

理モデル(2次元)によるシミュレーション解析によ

り温排水の拡散範囲を予測する計画です。シミュレ

ーションでは、様々な要因で変化する海域の流れに

ついて、現地調査結果等を踏まえて条件設定する計

画です。 

イ）環境影響評価における現地調査では、表面水温に

加えて、水温の鉛直分布も把握するため、自記式水

温計を用いて測定する計画です。ドローンを用いた

表面水温測定など新技術の導入についてはご意見

として参考にさせていただきます。 

ウ）水温については前述の通り自記式水温計を用いて

表層から底層までの鉛直分布を把握する計画です。 

エ）文献調査では、入手可能な最新の情報を収集し、方

法書第 3 章に記載しております。準備書において

は、現地調査及び文献調査により、適切に生物相を

把握します。 
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3.その他 

No 意 見 の 概 要  事業者の見解 

12 経済産業省について 

ア）影響評価後の予測の精度を確認し違っていれば、上

げるため調査手法の見直し検討すべきか。国が決めた

内容に従って、企業は実施せよと言う感じがした。 

イ）東京湾沿岸企業を所管している以上、個々の企業の

温暖化対策で排熱量がどの位になり、東京湾の水温上

昇に袖ケ浦火力がどの位かかわっているか昭和 50年代

から平成 30 年度までに水温が 2 度程上昇している。今

回の開発に伴う変化が 10 年先にどの位になり、ノリ養

殖への影響を軽減できるようにノリ工程改善できるよ

うな内容であれば、「昔の牛込漁協の温排水問題の再

現」も考慮できたと考えられる。 

ウ）ヒートアイランド現象も含めて東京湾の水環境を

改善に資するか環境省や国土交通省、経済産業省との

連携が必要と感じた。それぞれの省や機関が調査する

とそれぞれに費用が掛かりますが、流用できれば、真実

に近づけるし、税金の有効利用を図れると思いました。 

経済産業省に対するご意見につきましては、回答す

る立場になく、回答を差し控えさせていただきます。 

13 Jera に関して 

ア）大きな組織は数年で移動があり、その部署に配属

されるとマニュアル沿って仕事を一生懸命やって

いる。一方、ビデオ説明には縦覧していないと理解

できない内容で、シュビョウセンターだから文句あ

るかのような社内風土を感じました。 

イ）CO2 ゼロミッションに向けて取り組みによる燃料

輸入量と年次の排熱量や発電量がどのように変化

するのかの現況のまま技術改革しない場合と対比

させた一覧を添えて頂ければ、環境改善に御社の努

力する姿と袖ケ浦火力の水環境における位置づけ

が理解できるのにと感じました。 

ウ）自国の資源で電力を供給する福島の水素発電への

取組みは、説明していれば、「原発事故の負の遺産

を払拭させる好機であったのに」と思った。 

エ）電力は人の暮らしを豊かにしますが、このまま増

え続ける事が良い事なのか、私たちの生き方も考え

させる説明会であったと感じました。 

ア）ご意見を踏まえ、今後の説明会では、できるだけ多

くの方により良くご理解いただけるよう、資料や運

営方法を改善してまいります。 

イ）本事業の実施前後の発電所出力、燃料使用量、冷却

水使用量及び取放水温度差（排熱量）は方法書第 2

章に記載しております。準備書の作成にあたって

は、より分かりやすい記載となるよう引き続き工夫

に努めてまいります。 

ウ）福島の水素発電への取組みや原子力発電所に関す

るご意見につきましては、回答する立場になく、回

答を差し控えさせていただきます。 

エ）ご意見ありがとうございます。 

 




